
新型コロナウイルス感染症による
影響への対応

・ワクチン接種など感染防止対策の実施
・ポストコロナ社会を見据えた経済対策の実施

総額 １０億９，７７５万円





新型コロナウイルスワクチン接種の促進

１２歳から６４歳までの市民に対し、接種を確実に進めるため、
接種体制の充実を図ります。

（1）個別接種の促進
通常診療時間内及び時間外・休日における接種の促進

（2）集団接種の促進
集団接種会場及びコールセンターの運営、
会場への移動支援



感染症対策の市民・事業者への広報・啓発

新型コロナウイルス感染症の影響に対する

各種対策について、市民・事業者の方に確実

に情報が届くよう、情報発信を強化する。

・広報号外の発行（複数回）



事業者における継続雇用の支援
「高山市雇用調整支援事業補助金」を延長することで、事業活動の縮小

を余儀なくされている事業者を支援するとともに、従業員への休業手当等

の支払い率の向上を支援する。

■国の雇用調整助成金について、１２月まで特例措置を実施する政府
方針が示されており、高山市雇用調整支援事業補助金も１２月まで
支援を延長

■１０月にかかる休業分から支援内容を一部見直し
労働者の賃金相当額又は国の上限額のいずれか
低い方と国の助成金額との差額を助成



事業者における継続雇用の支援

※12月以降の支援内容は、国の雇用調整助成金等の取扱いを踏まえて決定する予定です。

１０月以降　事業所（中小企業）の平均賃金が15 ,0 0 0円/日の場合

「原則的な措置」の場合

「地域特例」、「業況特例」の場合

国助成　4 /5
1 2 ,0 0 0円

市助成
3 ,0 0 0円

1 2 ,0 0 0円 1 ,5 0 0円 1 ,5 0 0円

1 5 ,0 0 0円

1 3 ,5 0 0円 1 5 ,0 0 0円

国助成　4 /5 市助成 事業者負担



産業団体等が行う消費活性化策等に
対する支援（第３弾）

「高山市産業団体等消費活性化策支援事業補助金」の制度内容を見直し、

市内の産業団体等が実施する消費の活性化を図る事業等を支援する。

■対象事業
①市内消費の活性化を図るための事業
②コロナ禍における環境変化への対応強化を図るための事業【新規】

■補助限度額 １団体につき５００万円
■補助率 補助対象経費の２/３以内
■補助対象者 市内事業者を中心に構成する組合や

協会などの市内産業団体
■実施期間 令和３年１０月１日～令和４年３月３１日



各種住宅関係補助制度の増額
住宅の建築や改修に対する補助制度を実施し、地域の住宅建築等の需要を

喚起しているが、当初の予定を上回る状況となったため、各種住宅関係補

助金を増額する。

■対象事業
（１）飛騨高山ふるさと暮らし・移住促進事業補助金
（２）匠の家づくり支援事業補助金
（３）高齢者住宅バリアフリー改修費補助金、

高齢者住宅改造費補助金
（４）子育て住環境整備事業補助金



新型コロナウイルス対策
利子補給金、保証料補給金

新型コロナウイルス感染症の関連融資に係る

利子および保証料の支援の期間を延長

期間

（変更前） ～令和３年９月３０日

（変更後） ～令和４年３月３１日



新型コロナウイルス感染症
拡大防止協力金

まん延防止等重点措置区域の指定

（５月１６日～６月２０日）に伴い、

営業時間の短縮にご協力いただいた

飲食店等への協力金の高山市負担分



中小企業の生産性革命・
事業再構築の支援

市内事業者が行う新事業の創出や

高付加価値化などの取り組みを支援

・非接触型サービスの展開

・デジタル化への移行

・消費・サービスの高付加価値化

など



体験プログラムの利用促進
市内に宿泊する観光客の方に体験プログラムを利用してもらえるよう、体

験商品券を配布。利用者によるSNS等での情報発信を促し、国内外に向け

た飛騨高山の発信強化や冬季の市内宿泊、市内消費の喚起を図る。

■対象者 本事業に登録された市内宿泊施設に宿泊する観光客
■商品券額面 ３，０００円分／人（外国人観光客６，０００円分）
■体験プログラムを提供する事業者・商品券を配布する宿泊施設

本事業に登録された市内事業者
※１０月中旬から募集予定

■利用期間 令和３年１２月１日～令和４年３月１３日



子ども子育て世帯の社会的孤立への緊急支援

コロナ禍における子ども子育て世帯の孤独感や孤立感の軽減を図るため、

支援を民間団体等に委託して実施する

■内容
①小学６年生までの子育て世帯を対象に保育士・助産師などによる
家庭訪問、子どもの預かり、学習支援などを実施

②ＳＮＳを活用し、子育て世帯が窓口へ出向かなくても気軽に相談
できるサービスの提供や情報発信

③必要に応じて専門機関による支援へとつなぐサービス連携

■実施期間 令和３年１０月中旬～令和４年３月３１日


